
 

平成 15 年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成 14 年 11 月 12 日 

 
上場会社名 株式会社 ナナオ  上場取引所 東 

コード番号 6737   本社所在都道府県 石川県 

(ＵＲＬ http://www.eizo-nanao.com）     

代表者 役職名 代表取締役社長  氏名 実盛 祥隆 

問合せ先責任者 役職名 経理部長  氏名 出南 一彦 

    ＴＥＬ 076（275）4121 

中間決算取締役会開催日  平成 14 年 11 月 12 日  中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日  平成 14 年 12 月 10 日  単元株制度の採用の有無 有(１単元 100 株) 

 
１．平成 14 年９月中間期の業績（平成 14 年４月１日～平成 14 年９月 30 日） 
（１）経営成績 (百万円未満切捨) 
 売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益 
  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％ 
平成 14 年 9月中間期 32,560 (△ 5.5) 1,995 (  67.2) 1,938 (  78.7) 1,043 (  78.6) 
平成 13 年 9月中間期 34,462  1,193  1,084  584  
平成 14 年３月期 71,061  3,784  3,641  1,749  
 
 １株当たり 

中間（当期）純利益 
  円 銭 
平成 14 年 9月中間期 51 46 
平成 13 年 9月中間期 35 88 
平成 14 年３月期 106 05 
（注） ①期中平均株式数 平成 14 年 9 月中間期 20,280,467 株 平成 13 年 9 月中間期 16,281,160 株 平成 14 年 3 月期 16,500,338 株 
 ②会計処理の方法の変更 無 
 ③売上高・営業利益・経常利益・中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。 
 
（２）配当状況 
 １株当たり

中間配当金 
１株当たり
年間配当金 

 円 銭  円  銭 
平成 14 年 9月中間期   7  50 －  
平成 13 年 9月中間期  － －  
平成 14 年３月期 －    15 00 
 
（３）財政状態 
 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
  百万円  百万円  ％  円 銭 
平成 14 年 9月中間期 48,973  23,191  47.4  1,143 54 
平成 13 年 9月中間期 45,646  18,477  40.5  1,134 90 
平成 14 年３月期 49,757  24,409  49.1  1,203 57 
（注） ①期末発行済み株式数 平成 14 年 9 月中間期 20,280,460 株 平成 13 年 9 月中間期 16,281,160 株 平成 14 年 3 月期 20,281,160 株  

②期末自己株式数 平成 14 年 9 月中間期 700 株 平成 13 年 9 月中間期 －株 平成 14 年 3 月期 －株 
 

 
２．平成 15 年３月期の業績予想（平成 14 年４月１日～平成 15 年３月 31 日） 

売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金  
    期末 

   百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭 
通 期  69,000  3,700  1,850  15  00  7  50  
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 91 円 22 銭 
（注）平成 15 年３月期の業績予想につきましては、現時点で得られた情報に基づいて算定しておりますが、多分に不確実な要素を

含んでおります。従いまして、実際の業績は、業況の変化などにより業績予想と乖離する結果になりうることをご承知おき
下さい。 
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中間財務諸表等 
中間貸借対照表      

（単位：千円）

当中間 
(平成14年９月30日) 

前中間 
(平成13年９月30日) 

前期 
(平成14年３月31日) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

 （資産の部）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金  7,468,104  5,732,933  8,503,028  

２．受取手形  5,887,968  3,199,766  5,198,756  

３．売掛金  6,538,369  8,250,421  9,046,058  

４．たな卸資産  10,311,077  8,562,548  4,857,305  

５．その他  2,967,668  3,308,559  3,920,501  

貸倒引当金  △   85,196  △  194,129  △  391,510  

流動資産合計  33,087,993 67.6 28,860,100 63.2 31,134,140 62.6 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  2,346,594  2,466,083  2,445,647  

(2）その他  2,389,847  2,781,757  2,288,720  

有形固定資産合計  4,736,441  5,247,841  4,734,367  

２．無形固定資産  290,454  243,713  264,274  

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券  9,546,232  9,549,302  12,502,814  

(2）その他  1,659,033  1,745,566  1,121,970  

貸倒引当金  △ 347,000  －  －  

投資その他の資産合計  10,858,265  11,294,869  13,624,785  

 固定資産合計  15,885,162 32.4 16,786,424 36.8 18,623,427 37.4 

資産合計  48,973,155 100.0 45,646,524 100.0 49,757,568 100.0 

        
 （負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形  8,720,016  6,561,464  5,947,465  

２．買掛金  6,317,005  3,732,811  4,984,856  

３．短期借入金  3,213,560  7,735,837  3,852,813  

４．賞与引当金  444,416  443,242  466,260  

５．製品保証等引当金  730,000  490,000  680,000  

６．損害補償損失引当金  888,000  820,000  870,000  

７．その他  1,829,800  2,423,462  3,236,667  

流動負債合計  22,142,797 45.2 22,206,818 48.6 20,038,062 40.3 
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      （単位：千円）

当中間 
(平成14年９月30日) 

前中間 
(平成13年９月30日) 

前期 
(平成14年３月31日) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

Ⅱ 固定負債   ％  ％  ％ 

１．長期借入金  296,410  931,770  511,990  

２．繰延税金負債  2,534,886  3,240,513  4,007,547  

３．退職給付引当金  474,887  473,867  462,624  

４．役員退職慰労引当金  332,592  316,086  327,536  

固定負債合計  3,638,776 7.4 4,962,237 10.9 5,309,697 10.6 

負債合計  25,781,574 52.6 27,169,055 59.5 25,347,759 50.9 
        
 （資本の部）        

Ⅰ 資本金  2,272,195 4.7 912,195 2.0 2,272,195 4.6 

Ⅱ 資本剰余金  2,161,587 4.4 137,587 0.3 2,161,587 4.3 

Ⅲ 利益剰余金  14,366,567 29.3 12,551,544 27.5 13,717,225 27.6 

１．利益準備金  228,048  228,048  228,048  

２．任意積立金  12,423,195  11,427,290  11,427,290  

３．中間（当期）未処分利益  1,715,322  896,204  2,061,885  

Ⅴ その他有価証券評価差額金  4,392,179 9.0 4,876,142 10.7 6,258,800 12.6 

Ⅵ 自己株式  △948 0.0 － － － － 

資本合計  23,191,581 47.4 18,477,469 40.5 24,409,808 49.1 

負債及び資本合計  48,973,155 100.0 45,646,524 100.0 49,757,568 100.0 
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 中間損益計算書      
（単位：千円）

当中間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前中間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

    ％  ％  ％ 

Ⅰ 売上高  32,560,983 100.0 34,462,603 100.0 71,061,443 100.0 

Ⅱ 売上原価  27,221,810 83.6 30,121,626 87.4 60,509,587 85.2 

売上総利益  5,339,173 16.4 4,340,977 12.6 10,551,856 14.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  3,343,300 10.3 3,147,061 9.1 6,767,426 9.5 

営業利益  1,995,872 6.1 1,193,915 3.5 3,784,429 5.3 

Ⅳ 営業外収益  100,637 0.3 115,700 0.3 319,723 0.5 

Ⅴ 営業外費用  158,367 0.4 224,893 0.7 462,951 0.7 

経常利益  1,938,142 6.0 1,084,722 3.1 3,641,201 5.1 

Ⅵ 特別利益  21,341 0.0 52,102 0.2 75,818 0.1 

Ⅶ 特別損失  15,967 0.0 10,488 0.0 206,806 0.3 

税引前中間（当期）純利益  1,943,516 6.0 1,126,335 3.3 3,510,213 4.9 

法人税、住民税及び事業税  817,544 2.5 692,161 2.0 2,599,727 3.6 

法人税等調整額  82,412 0.3 △  150,047 △ 0.4 △ 839,417 △ 1.2 

中間（当期）純利益  1,043,559 3.2 584,222 1.7 1,749,903 2.5 

前期繰越利益  671,763  311,982  311,982  

中間（当期）未処分利益  1,715,322  896,204  2,061,885  
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（重要な会計方針） 
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 
満期保有目的の債券 
 償却原価法（定額法） 
子会社株式  
移動平均法による原価法 

その他有価証券  
時価のあるもの 
中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定） 
時価のないもの 
移動平均法による原価法 

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法 
 時価法 

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法 
製品・仕掛品・原材料 
総平均法による原価法 
貯蔵品 
最終仕入原価 

(4) 固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産 

定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物(附属設備を除く)については定額法）なお、主
な耐用年数は、建物 15～50 年、その他（機械装置、工具器具備品）2～10 年であります。 

無形固定資産 
社内における利用可能期間（主に 5年）に基づく定額法 

(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。 

(6) 引当金の計上基準 
貸倒引当金 
売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
賞与引当金 
従業員に支給する賞与に充てるため、支給対象期間にかかる当中間期負担見込額を計上しております。 
退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期
末において発生していると認められる額を計上しております。 
数理計算上の差異は、各年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5 年）によ
る定額法により按分した額を、それぞれの発生の翌期から費用処理しております。 
役員退職慰労引当金 
役員への退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく中間期末退職慰労金要支給額を計上しております。 
製品保証等引当金 
製品のアフターサービスに対する費用支出に充てるため、過去の実績を基礎として保証期間内のサービス

費用発生見込額を計上しております。 
損害補償損失引当金 
特許クレーム等に対する費用支出に充てるため、その経過等の状況に基づき費用発生見込額を計上してお
ります。 

(8) リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(9) 消費税等の会計処理 
税抜方式によって処理しております。 
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（貸借対照表注記） 
  当 中 間  前 中 間 前 期 
 (1)有形固定資産の減価償却累計額 5,731,205 千円          6,695,529 千円          5,551,083千円 
 (2)担保の供している資産 
 建物 －千円 2,368,457 千円 －千円 

   有形固定資産その他 －千円 1,112,059 千円 －千円 
 (3)債務保証 71,163 千円 85,312 千円 76,781 千円 
 (4)休日満期手形 
受取手形  －千円 458,104 千円 632,963 千円 

 
（損益計算書注記） 
  当 中 間  前 中 間 前 期 
 (1)営業外収益の主要項目 
 受取利息 19,560 千円 37,862 千円 61,026 千円 

   受取配当金 34,747 千円 34,714 千円 69,249 千円 
   賃貸収益 18,730 千円 23,119 千円 42,761 千円 
   為替差益 －千円 －千円 80,644 千円 
 (2)営業外費用の主要項目 
 支払利息 17,171 千円 44,944 千円 108,589 千円 

   為替差損 66,604 千円 95,704 千円 －千円 
   賃貸資産費用 11,208 千円 14,109 千円 27,951 千円 
   貸倒引当金繰入額 62,000 千円 65,000 千円 285,000 千円 
 (3)減価償却実施額 
 有形固定資産 258,339 千円 387,033 千円 797,610 千円 
無形固定資産 56,058 千円 41,103 千円 104,968 千円 

 
 


